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1 初任者研修の内容について
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〔１〕校内研修
校内において、初任者が学級又は教科

等を担当しながら、拠点校指導教員や校
内指導員等による指導及び助言を受ける
研修

〔２〕校外研修
教育研究所等の校外において、初任者

が教育研究所等の研修計画に基づいて受
ける研修

１ 初任者研修とは
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２ 校内研修における指導教員について
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学校Ａ（拠点校）

初任者Ａ

１日７時間×３０週＝２１０時間

初任者Ｃ

学校Ｃ
（派遣校）

拠点校
指導教員

初任者Ｂ

学校Ｂ（派遣校）

初任者Ｅ

学校Ｄ（派遣校）

初任者Ｄ

〔１〕拠点校方式（イメージ）

２ 校内研修における指導教員
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〔２〕指導教員及び指導員について

○拠点校指導教員は、県教育委員会が任命する。

○校内指導員は、初任者の所属する学校の教頭、
主幹教諭、教諭又は講師の中から当該学校の校
長が命じるものとする。

２ 校内研修における指導教員

拠点校指導教員

校 内 指 導 員
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〔３〕拠点校指導教員の職務について
「初任者研修」実施要領 ４

(1) 拠点校指導教員は、校長の指導の下に、校内指導員等と連携を図りな
がら、年間指導計画に基づき、初任者に対し学習指導の基礎・基本や
学級経営、生徒指導、基礎的素養等に関する指導及び助言を行う。

(2) 拠点校指導教員は、初任者が教科等の実践的指導力を高められるよう
指導する。

(3) 拠点校指導教員は、指導に当たる初任者が研修時間の軽減対象者であ
り、週時程の計画に研修時間として位置付いていない時間がある場合
は、指導の準備やまとめ作業のみならず、新任講師や若手教員の授業
を参観し指導助言を行うなど、校長の指示の下で有効に研修時間を活
用するよう努める。

(4) 拠点校指導教員は、初任者や若手教員等への指導に専念し、示範授業
以外の授業は原則として担当しないこととする。

２ 校内研修における指導教員

冊子 P６
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２ 校内研修における指導教員

○常勤の拠点校指導教員は、長期休業中に、初任者研修の実
施状況を検証し、研修の成果と課題を明確にして、事後の
研修に生かす。

〔３〕拠点校指導教員の職務について

〔４〕校内指導員の職務について

拠点校指導教員による指導が行われない日において、年
間校内研修指導計画に基づき、初任者に対する指導助言を
行うとともに、学校全体としての指導体制を整える。

○一日、同じ学校で指導する。
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３ 研修時間について
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１８０時間 １２０時間

＝ ６：４：

〔１〕校内研修
年間３００時間

３ 研修時間について
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教科指導、道徳教
育、特別活動等

基礎的素養、学級
経営、生徒指導等

授業研修 一般研修



一般研修 授業研修
一般
研修

年間研修項目例〔１〕校内研修
２ 研修時間について

冊子 P２２
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〔２〕校外研修
教育研究所等における研修、現地研修 など

年間１８日（小） 年間１７日（中）
火曜班と木曜班で実施

・ 小学校は課業中に５日、長期休業中に12日実施
・ 中学校は課業中に６日、長期休業中に10日実施
・ 小・中学校ともｅ-ラーニング研修を1日実施
※課業中の校外研修日は、後補充の非常勤講師を活用

（年間 小学校は５日、中学校は６日）

３ 研修時間について

冊子 P８、９
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拠点校指導教員
授業研修中心

週１日（７時間）×30週

210時間

３００時間

校内指導員等
一般研修中心

週３時間×30週程度

90時間

校
内
研
修

（小）18日間、（中）17日間

長期休業中
小学校は１２日間、中学校は１０日間

課業日（火or木）

小学校は５日間、中学校は６日間

後補充（非常勤講師） 小・中とも、ｅラーニング研修が１日

校
外
研
修

３ 研修時間について
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４ 校内研修時間の軽減について
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「初任者研修」実施要項 ３内容（２）

初任者は、校内において以下のとおり、年間
300時間程度の研修を受けるものとする。
ただし、教職大学院を修了した初任者及び常
勤講師として一定の勤務実績を有する初任者
は、別に定めるところにより研修時間を軽減
することができるものとする。

４ 校内研修時間の軽減について
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冊子 P１



「初任者研修」実施要項における研修時間の軽減について

１ 教職大学院を修了した初任者及び教職経験特別選考で合格した初任者（初任者研修免
除者を除く）に加え、常勤講師（市町村費常勤講師を含む）及び実習助手（臨時的任用
を含む）として、連続して３年以上の勤務実績を有する初任者は、校内研修時間を年間
120時間（週４時間程度）にまで軽減することができる。なお、拠点校方式における校内
研修時間の軽減は、校内指導員による研修時間（年間90時間（週３時間程度））から行
うものとする。

２ 常勤講師として、連続して１年以上３年未満の勤務実績を有する初任者は、校内研修
時間を年間210時間（週７時間程度）にまで軽減することができる。なお、拠点校方式に
おける校内研修時間の軽減は、校内指導員による研修時間（年間90時間（週３時間程度
））から行うものとする。

３ １又は２に該当する初任者の校内研修時間については、当該初任者が配置された学校の
校長の申請に基づき、小・中学校においては当該市町村教育委員会と県教育委員会事務
局学校教育課との協議の上で決定し、また、県立学校においては県教育委員会事務局学
校教育課が決定する。

４ 校内研修時間の軽減について

冊子 P４
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○市町村教育委員会を通じて、令和３年４月８日（木）までに県教育委員
会事務局学校教育課宛て電子メールにて提出願います。

◆年間校内研修時間軽減申請書の提出について

４ 校内研修時間の軽減について

冊子 P12
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※校内指導員の研修時
間から軽減する。

拠点校指導教員
週１日（７時間）×30週 210時間

３００時間

校内指導員
週３時間×30週程度 90時間

拠点校指導教員

週１日（７時間）×30週 210時間

２１０時間

拠点校指導教員

週１日（４時間）×30週 120時間

１２０時間

４ 校内研修時間の軽減について
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５ 計画書及び報告書の作成について
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年間校内研修時間の300時間
又は軽減申請により承認され
た研修時間数を記入

〔１〕年間校内研修指導計画書（様式１）の作成について

学期ごとの校内研修時間及び
年間の校内研修時間を記入

定期考査の期間を記入（中
学校、義務教育学校後期課
程）

５ 計画書及び報告書の作成について

冊子 P23 
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非常勤講師の拠点校指導
教員が兼務する場合も記
入する。

〔２〕指導教員等の報告について（様式３）

週当たりの授業時数は、
実際に授業を行う時間
数を記入する。
（週時程と整合を図る）

５ 計画書及び報告書の作成について

冊子 P24

23

担当する授業時数を記入
する。
（週時程と整合を図る）



〔３〕週時程表（様式４）の記入について

中学校・義務教育
学校後期課程の初
任者のみ「担当教
科名｣を記入

５ 計画書及び報告書の作成について
冊子 P25 
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初任者と指導教員
の週時程表の網掛
けの整合を図る。



〔３〕週時程表（様式４）の記入について

校内指導員による
研修３時間につい
ては記入不要

初任者と校外研修時
の非常勤講師の週時
程表の整合を図る。

５ 計画書及び報告書の作成について

冊子 P25
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〔４〕勤務時間等割振表（様式５）の記入について

５ 計画書及び報告書の作成について

冊子 P26 
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校外研修時に初任者に代わ
り授業を行う非常勤講師の
勤務内容を記入

非常勤の指導教員の指導
内容（軽減による空き時
間があれば、その時間の
勤務内容）を記入



年間校内研修時間の300時
間又は軽減申請により承認
された研修時間数を記入

〔５〕年間校内研修指導報告書（様式２）の作成について

学期ごとの校内研修時間及
び年間の校内研修時間の実
績を記入

５ 計画書及び報告書の作成について

冊子 P13 
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〔６〕計画書及び報告書等の作成上の留意事項

拠点校指導教員の指導及び助言による研修時数は、週７時間程度行うものとする。なお、１
学期と２、３学期で指導曜日を変更するなど、年間を通じて様々な研修を行うことが望ましい。

指導曜日等の柔軟な対応も可能
※ただし、２・３学期分の計画書提出時に週時程表（様式５）及び非常勤講師勤務時間等割振
表（様式６）も修正の上、提出願います。

○拠点校指導教員による指導曜日の変更について
「初任者研修」実施要領

３ 校内及び校外における研修[日数及び時数]（拠点校方式）(1)

５ 計画書及び報告書の作成について
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○拠点校指導教員が非常勤講師の場合、原則、水曜日に研修は行わない。



６ 市町村教育委員会実施研修について
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○市町村教委が、計画書・報告書を作成。

○校外研修のうち、２回は市町村教委が実施。

（課業中に１日、休業中に１日）

※課業中実施の１日分だけ、やむを得ず半日になったと

きは半日分だけ、非常勤講師（後補充）の勤務可。

（報酬、交通費を支払う。）

市町村教育委員会から初任者に実施日や内容について連絡する。

６ 市町村教育委員会実施研修について
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７ 初任者研修実施上の留意事項
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○台風警報発令時の対応について

７ 初任者研修実施上の留意事項
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○校内研修を実施できない場合について

○その他

・初任者が所属校に出勤していない日

・初任者の所属校において教科等の授業が行われない日

・指導教員が非常勤講師の場合、初任者研修の実績報告
書に記載する際に、初任者を指導した日や当該学校名
に誤りがないよう留意願います。

冊子 P32


